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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．当社は平成18年７月１日付け（１：２）で株式分割を実施しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第32期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第31期中 第32期中 第33期中 第31期 第32期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 64,191 63,212 62,188 129,341 124,654 

経常利益（百万円） 5,188 6,855 7,989 11,618 12,937 

中間（当期）純利益

（百万円） 
790 3,955 2,122 4,009 4,801 

純資産額（百万円） 62,191 68,456 68,418 66,440 68,788 

総資産額（百万円） 136,910 134,745 126,842 133,524 130,931 

１株当たり純資産額

（円） 
1,787.00 972.26 969.51 1,906.58 975.44 

１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
22.71 56.82 30.49 112.60 68.99 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 45.4 50.2 53.2 49.8 51.9 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

10,119 16,572 10,675 24,081 32,509 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

△10,816 △12,058 △9,338 △21,808 △18,059 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

2,343 △1,388 △5,523 △2,018 △6,792 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 

（百万円） 

25,520 27,372 27,759 24,222 31,918 

従業員数(外、平均臨時

雇用者数)（人） 

3,101 

(2,814) 

3,352 

(2,425) 

3,311 

(2,413) 

3,125 

(2,599) 

3,364 

(2,440) 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は平成18年７月１日付け（１：２）で株式分割を実施しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社の異動は、「第１ 企業の概況 ３. 関係会社の状況」に記載しているため省

略しております。 

なお、当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しており、その変更の内容については、「第５ 経

理の状況 注記事項（セグメント情報）」に記載しております。 

  

回次 第31期中 第32期中 第33期中 第31期 第32期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 45,485 43,715 42,408 87,537 83,382 

経常利益（百万円） 3,330 5,072 5,988 6,735 8,317 

中間(当期)純利益 

（百万円） 
917 2,856 1,725 2,333 2,310 

資本金（百万円） 12,350 12,350 12,350 12,350 12,350 

発行済株式総数（株） 36,621,298 73,242,596 73,242,596 36,621,298 73,242,596 

純資産額（百万円） 50,770 53,391 51,341 53,169 52,189 

総資産額（百万円） 85,581 83,548 77,215 82,630 80,200 

１株当たり純資産額

（円） 
1,458.83 767.12 737.67 1,527.27 749.85 

１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
26.36 41.04 24.79 66.48 33.20 

潜在株式調整後１株 

当たり中間（当期）純

利益金額（円） 

－ － － － － 

１株当たり配当額

（円） 
－ － － 30.00 20.00 

自己資本比率（％） 59.3 63.9 66.5 64.3 65.1 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者

数)（人） 

1,192 

(1,414) 

1,355 

(1,349) 

1,446 

(1,392) 

1,308 

(1,357) 

1,374 

(1,380) 
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３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が清算結了しております。 

（注）「議決権の所有割合」の（  ）は内書で、当社の関係会社の間接所有であり、所有する会社は次のとおりで

あります。 

      第一興商（上海）電子有限公司 90.0％ 上海必愛歌音楽餐飲有限公司 10.0％ 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間連結会計期間の平均人員(１日８時間換算)を（ ）外書

きで記載しております。 

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、当社の総務部等管理部門に所属しているものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員(１日８時間換算)を（ ）外書きで記

載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 

（千RMB） 
主要な事業の内容  

議決権の所
有割合 

（％） 
関係内容 

 上海第一興商餐飲有限公司  中国上海 500  飲食店舗の運営 
  

100.0

（100.0）
     ――――― 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

業務用カラオケ事業 1,950 (89) 

カラオケ・飲食店舗事業 900 (2,281) 

音楽ソフト事業 287 (1) 

その他の事業 68 (41) 

全社（共通） 106 (1) 

合計 3,311 (2,413)

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 1,446 (1,392) 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、原油高のほか米国のサブプライムローン問題の影響はあったものの、好調

な企業収益を背景に設備投資の増加や雇用情勢の改善などから、景気は緩やかな拡大基調で推移いたしました。 

当カラオケ業界におきましては、クラブ・スナックなどのナイト市場では未だ厳しい状況が続いているものの、

カラオケボックスなどのデイ市場では集客が回復し、収益が改善するなど明るい兆しがみえてきております。 

この様ななか、当社グループは、本人映像やライブ映像などの高品質なコンテンツを搭載した新商品「プレミア

ＤＡＭ（ＤＡＭ－ＸＧ1000）」を発売し、商品の販売及び賃貸の拡大に注力するとともに、業務用ネットワークの

ブロードバンド化を進めてまいりました。また、カラオケルームと飲食店の複合型店舗展開を進め収益の向上に努

めるなど、各事業へ積極的に取り組み、業容の拡大と収益の増大を目指してまいりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は、カラオケ・飲食店舗事業は増収となったものの、業務用カラオケ

事業の減収により62,188百万円（前年同期比1.6％減）となりました。利益面におきましては、情報端末「ＤＡＭ

ステーション」によるコンテンツサービス（以下、ＤＳサービス）の大幅な損失改善やカラオケ・飲食店舗事業の

増益から、営業利益は7,895百万円（同18.5％増）、経常利益は7,989百万円（同16.5％増）となりました。一方、

特別損失において非上場株式を含む有価証券の評価損1,899百万円を計上するほか、子会社において発生した元取

締役による不正事件につき現時点で予想される損失額652百万円を見積計上したことに伴い中間純利益は2,122百万

円（同46.3％減）となりました。 

なお、この度の子会社元取締役による不祥事につきましては、これを厳粛に受け止め再発防止に向け取り組んで

まいります。関係各位にご心配をお掛けいたしましたことを深くお詫び申し上げます。 

事業の種類別セグメントの状況は、以下の通りであります。 

なお、当中間連結会計期間より事業の種類別セグメントを下記のとおり変更し、各セグメント別の前年同期比較

につきましては、前中間連結会計期間の実績を変更後の区分に組み替えて行っております。 

ⅰ 従前の「ゲートウェイ事業」に含めておりましたＤＳサービスを「業務用カラオケ事業」に含めて表示する

ことといたしました。 

ⅱ 従前の「ゲートウェイ事業」に含めておりました携帯電話向けコンテンツサービスを「その他の事業」に含

めて表示することといたしました。 
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（業務用カラオケ事業） 

当事業におきましては、当中間連結会計期間よりＤＳサービスの事業区分を変更し、今まで以上に当事業と一体

化させた事業展開を図ることでＤＡＭの差別化とカラオケ事業の付加価値の向上を目指してまいりました。また４

月には新商品「プレミアＤＡＭ（ＤＡＭ－ＸＧ1000）」を発売し、これに合わせエンドユーザーに向けた積極的な

ＰＲ活動により「ＤＡＭ」ブランドの訴求と、カラオケ参加者の増加に努めてまいりました。この結果、新商品

「プレミアＤＡＭ」は市場から広く認知され高い評価を得ております。 

当中間連結会計期間の商品売上高につきましては、新商品の発売時期の遅れなどの影響から前年同期に比べ減少

し、また機器賃貸収入につきましても旧機種の賃貸単価の低下傾向から減少いたしました。一方、情報提供料収入

につきましては新機種を中心に単価が上昇していることから前年同期に比べ増加しております。 

以上の結果、当事業の売上高は前年同期比4.9％減少となりましたが、ＤＳサービスの大幅な損失改善のほか、

商品の売上原価率の低減により営業利益は前年同期比19.7％増加となりました。 

（カラオケ・飲食店舗事業） 

当事業におきましては、当中間連結会計期間においてカラオケルーム「ビッグエコー」３店舗の閉店と15店舗を

新規出店し、飲食店舗におきましては２店舗の閉店と新業態を含む９店舗を新規出店するなど積極的なスクラップ

アンドビルドを実施いたしました。この結果、当中間連結会計期間末現在でビッグエコーが223店舗（国内218・海

外５）、飲食店は13ブランドの65店舗（国内65）が稼働しております。このうち、ビッグエコーに飲食店舗を併設

する複合型店舗は、それぞれの地域特性に合わせ、ビッグエコー23店舗において飲食８ブランド・30店舗が稼働し

ております。 

当社グループが進める複合型店舗展開は、稼働率の低下した既存店において、その相乗効果による収益の改善な

ど着実に成果を上げております。また新規出店に際しては、従来出店が困難であった立地や地域において、店舗を

複合化することにより出店の可能性が広がるなど、当社グループの優位性が発揮できる状況となってまいりまし

た。 

以上の結果、当事業の売上高は、ビッグエコーでの既存店売上高の改善や飲食店舗数が増加したことから前年同

期比6.0％増加となり、また原価率の低減や店舗の複合化による収益の向上により出店コストを吸収し、営業利益

は前年同期比15.3％増加となりました。 

（注）上記数値には海外店舗を含んでおりません。 

（百万円）

  前中間期 当中間期 対前期増減 増減率 

売上高 34,786 33,091 △1,695  △4.9 ％ 

営業利益  5,026 6,014 988   19.7 ％ 

主要数値 

  単位 前中間期 当中間期 対前期増減 増減率 

ＤＡＭ出荷台数 千台 19 14 △5 △26.3 ％ 

機器賃貸契約件数・中間末 千件 55 55 0 0.0 ％ 

ＤＡＭ稼働台数・中間末 千台 209 212 3 1.4 ％ 

（うちブロードバンド稼働台数） 千台 (76) (84) (8) 10.5 ％ 

ＤＡＭステーション稼働台数・中間末 千台 18 19 1 5.6 ％ 

club DAM MEMBERSHIP会員数 千人 1,380 1,862 482 34.9 ％ 

（百万円）

  前中間期 当中間期 対前期増減 増減率 

売上高 17,046 18,064 1,017 6.0 ％ 

営業利益  1,989 2,294 305 15.3 ％ 

主要数値 

  単位 前中間期 前期末 当中間期 当期増減 当期増減率 

ビッグエコー店舗数 店 210 206 218 12 5.8 ％ 

（うち複合店舗数） 店 (16) (19) (23) (4) 21.1 ％ 

〃 ルーム数 ルーム 6,209 6,146 6,425 279 4.5 ％ 

飲食店舗数 店 56 58 65 7 12.1 ％ 

〃 座席数 席 6,606 6,702 7,908 1,206 18.0 ％ 
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（音楽ソフト事業） 

当事業におきましては、音楽ＣＤ市場が厳しい状況で続いておりますが、レコード子会社である日本クラウン㈱

の「Ｇａｃｋｔ」や㈱徳間ジャパンコミュニケーションズの「水森 かおり」をはじめとする主力アーティストの

商品販売のほか、映像ソフト「ゲド戦記」が健闘いたしました。また、レコード子会社がもつ旧譜の音楽配信によ

る着実な収益への貢献もありました。 

以上の結果、当事業の売上高は前年同期比3.6％減少となりましたが、経営の効率化を図り営業コストが減少し

たことにより営業利益は前年同期に比べ約6.6倍と大幅な増加となりました。 

（その他の事業） 

当事業におきましては、「スカイパーフェクＴＶ！」をプラットフォームとする衛星放送事業や携帯電話向けコ

ンテンツサービスのほか、不動産賃貸事業を含むその他の事業を行っております。 

衛星放送事業におきましては、加入者数は減少傾向にありますが、コストコントロールの継続によって安定した

収益を確保しております。携帯電話向けサービスにおきましては、「着信メロディー」の加入者数が減少する一 

方、「着うた®」「着うたフル®」（注）はサービス内容を強化・充実したことに伴い着実に増加してきておりま 

す。また、当事業におきましてもコストコントロールによって安定収益を確保しております。不動産賃貸などその

他の事業は堅調に推移いたしました。 

      以上の結果、当事業の売上高は前年同期比2.5％減少となり、また前期に開始した新規事業の営業費用が増加し

   たことから営業利益は前年同期比4.3％減少となりました。 

   （注）「着うた®」「着うたフル®」は、株式会社ソニー・ミュージックエンタテインメントの登録商標です。 

（百万円）

  前中間期 当中間期 対前期増減 増減率 

売上高 5,834 5,626 △207 △3.6 ％ 

営業利益  29 192 163 557.0 ％ 

当期間における主力アーティスト・映像ソフト  

会社名 アーティスト名・映像ソフト名 

日本クラウン㈱  Ｇａｃｋｔ 北島 三郎  Ｍｅｔｉｓ アグネス・チャン 

㈱徳間ジャパンコミュニケーションズ  
水森 かおり リュ・シウォン  THE BLUE HEARTS  Perfume

ゲド戦記 

（百万円）

  前中間期 当中間期 対前期増減 増減率 

売上高 5,545 5,406 △138 △2.5 ％ 

営業利益  984 942 △42 △4.3 ％ 
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(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下資金という）は、営業活動によるキャッシュ・フローは

10,675百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローは9,338百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは5,523百万円の支出により、当中間連結会計期間末は27,759百万円（前中間連結会計期間末27,372百万円）

となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前中間純利益が5,271百万円、減価償却実施額が6,736百万円、投資

有価証券評価損が1,899百万円及び法人税等の支払額が3,214百万円等により、前中間連結会計期間末に比べ5,896

百万円減少し、当中間連結会計期間末は10,675百万円となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、有形固定資産の取得による支出が6,587百万円及び無形固定資産の取得による

支出が2,038百万円等により、前中間連結会計期間末に比べ2,719百万円減少し、当中間連結会計期間末は9,338百

万円となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、長期借入金の返済による支出が6,666百万円、長期借入による収入が5,300百万

円及び短期借入金の純増減額の支出が2,757百万円等により、前中間連結会計期間末に比べ4,134百万円増加し、当

中間連結会計期間末は5,523百万円となりました。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

  当中間連結会計期間より事業の種類別セグメントを下記のとおり変更し、各セグメント別の前年同期比較にあた

っては、前中間連結会計期間の実績を変更後の区分に組替えております。  

 ①「ゲートウェイ事業」に含めておりました、専用情報端末（ＤＡＭステーション）によるコンテンツサービス

は、当中間連結会計期間から「業務用カラオケ事業」に変更いたしました。 

 ②「ゲートウェイ事業」に含めておりました、ｅビジネス事業（携帯電話によるコンテンツサービス）は、当中

間連結会計期間から「その他の事業」に変更いたしました。 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．なお、無形固定資産「音源映像ソフトウェア」の制作状況は次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

音楽ソフト事業（百万円） 1,490 92.5 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

業務用カラオケ事業（百万円） 1,184 81.1 

その他の事業（百万円） 377 100.9 

合計（百万円） 1,562 85.2 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

業務用カラオケ事業（百万円） 9,941 102.3 

カラオケ・飲食店舗事業（百万円） 2,193 112.8 

音楽ソフト事業（百万円） 803 138.7 

その他の事業（百万円） 371 93.0 

合計（百万円） 13,310 105.3 
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(3）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３．いずれの相手先に対する販売実績も総販売実績の100分の10未満であるため、主要な販売先の記載は省略し

ております。 

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当社グループは、カラオケに対するユーザーニーズを正確に把握することを原点とし、それを分析し、映像・音響

の基礎・応用技術などカラオケシステムの開発及び改良を行っており、これらの活動は当社の商品企画開発部（当中

間連結会計期間末人員 38名）が担当しております。 

なお、上記は、「研究開発費等に係る会計基準」（企業会計審議会 平成10年3月31日）の「研究及び開発」に該

当する活動ではありません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

構成比（％） 前年同期比（％） 

業務用カラオケ事業（百万円） 33,091 53.2 95.1 

カラオケ・飲食店舗事業（百万円） 18,064 29.1 106.0 

音楽ソフト事業（百万円） 5,626 9.0 96.4 

その他の事業（百万円） 5,406 8.7 97.5 

合計（百万円） 62,188 100.0 98.4 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末における向こう１年間の設備投資計画（新設・拡充）のうち、当中間連結会計期間末における主

な完了状況は次のとおりであります。 

(1）業務用カラオケ事業 

カラオケ賃貸機器の新規設置及び旧機種からの更新投資を中心に6,210百万円を計画しており、当中間連結会計

期間末までに2,431百万円を完了いたしました。  

(2）カラオケ・飲食店舗事業 

カラオケルーム店舗及び飲食店舗の新規出店及び既存店舗の改修として6,050百万円を計画しており、国内にお

いてカラオケルーム店舗15店、飲食店舗９店を新規出店するなど当中間連結会計期間末までに4,351百万円を完了

いたしました。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 200,000,000 

計 200,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 

(平成19年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年12月21日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 73,242,596 73,242,596 
ジャスダック 
証券取引所 

－ 

計 73,242,596 73,242,596 － －

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 73,242,596 － 12,350 － 4,002 
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(5）【大株主の状況】 

 （注）１．前事業年度末で主要株主であった保志忠彦は、当中間会計期間末では主要株主でなくなりました。 

    ２. 前事業年度末では主要株主でなかった保志忠郊及び保志治紀は、当中間会計期間末では主要株主となってお

ります。 

    ３．日本マスタートラスト信託銀行㈱及び日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の持株数は全て信託業務に係る

株式であります。 

４．当社が保有する自己株式数は3,642.6千株であります。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

保志 忠郊 東京都調布市 8,069.4 11.02 

保志 治紀 東京都調布市 8,020.2 10.95 

日本マスタートラスト信託銀行

㈱（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 5,046.8 6.89 

㈲ホシ・クリエート 東京都港区高輪２－１－24－205 4,375.4 5.97 

日本トラスティ・サービス信託

銀行㈱（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 4,074.1 5.56 

ステートストリートバンクアン

ドトラストカンパニー 

（常任代理人 ㈱みずほコーポ

レート銀行） 

P.O.BOX 351 BOSTON,MASSACHUSETTS  

02101 U.S.A 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

2,884.9 3.94 

バンクオブニューヨークヨーロ

ッパリミテッドルクセンブルグ

131800 

（常任代理人 ㈱みずほコーポ

レート銀行） 

6D ROUTE DE TREVESL－2633 

SENNINGERBERG 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

1,919.8 2.62 

メロンバンクトリーティークラ

イアンツオムニバス 

（常任代理人 香港上海銀行東

京支店） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MASSACHUSETTS 

02108 U.S.A 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 

1,614.2 2.20 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５ 1,148.0 1.57 

ステートストリートバンクアン

ドトラストカンパニー505019 

（常任代理人 ㈱みずほコーポ

レート銀行） 

AIB INTERNATIONAL CENTER P.O.BOX 

518 IFSC DUBLIN, IRELAND 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

1,024.7 1.40 

計 － 38,177.5 52.12
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５．ブラックロック・ジャパン株式会社及びその共同保有者２社から平成19年５月21日付で大量保有報告書（変

更報告書）が提出されておりますが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができま

せんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

６．サウスイースタンアセットマネージメントインクから平成19年８月20日付で大量保有報告書（変更報告書）

が提出されておりますが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

ブラックロック・ジャパン株式

会社 

東京都千代田区丸の内１－７－12 3,927.1 5.36 

ブラックロック・インベストメ

ント・マネジメント・インター

ナショナル・リミテッド 

英国ロンドン市キングウィリアム・ストリート33 449.3 0.61 

ブラックロック・インベストメ

ント・マネジメント（ユーケ

ー）・リミテッド 

英国ロンドン市キングウィリアム・ストリート33 2,796.7 3.82 

計 － 7,173.1 9.79 

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

サウスイースタンアセットマネ

ージメントインク 

アメリカ合衆国38119テネシー州メンフィス市ポ

ップラーアベニュー6410番地スイート900 

6,548.7 8.94 
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(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が13,700株含まれております。ま

た、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数137個が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,600株（議決権の

数16個）あります。なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含ま

れております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   3,642,600  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   69,597,100  695,971 － 

単元未満株式 普通株式        2,896  － － 

発行済株式総数 73,242,596 － － 

総株主の議決権 － 695,971 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱第一興商 
東京都品川区北品

川５丁目５番26号 
3,642,600 － 3,642,600 4.97 

計 － 3,642,600 － 3,642,600 4.97

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,320 1,325 1,384 1,367 1,370 1,330 

最低（円） 1,166 1,228 1,245 1,249 1,241 1,213 
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３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（1）役員の役職の異動 

（2）執行役員の役職の異動 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

専務取締役兼上席執行役員 

営業統括本部長 

専務取締役兼上席執行役員 

営業統括本部長兼特販営業部長 
青柳  泉 平成19年12月１日 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

執行役員  

制作本部長兼編成企画部長 

兼制作管理部長 

執行役員 

制作本部長兼編成企画部長 
貞末 俊一  平成19年９月20日  
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第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     27,840     28,229     32,404  

２ 受取手形及び売掛
金 

※2,7   11,409     10,165     9,593  

３ たな卸資産     5,779     5,807     5,093  

４ 繰延税金資産     1,241     1,513     1,294  

５ その他 ※２   5,059     4,158     4,569  

    貸倒引当金     △1,168     △473     △745  

流動資産合計     50,162 37.3   49,400 39.0   52,210 39.9 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構築物 ※２ 6,104     6,013     6,122    

(2）カラオケ賃貸機
器 

※2,3 10,026     8,663     8,949    

(3）カラオケルーム
及び飲食店舗設
備 

※４ 13,742     13,989     12,644    

(4）土地 ※２ 14,554     15,698     14,272    

(5）その他 ※２ 4,085 48,512   2,178 46,544   2,329 44,318  

２ 無形固定資産     7,456     5,871     6,074   

３ 投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券   10,960     6,722     9,820    

(2) 繰延税金資産    1,870     2,573     2,624    

(3）差入敷金・保証
金 

※２ 13,073     13,156     13,151    

(4）その他 ※２ 4,730     4,382     4,653    

   貸倒引当金   △2,020 28,614   △1,808 25,026   △1,923 28,327  

固定資産合計     84,583 62.7   77,442 61.0   78,720 60.1 

資産合計     134,745 100.0   126,842 100.0   130,931 100.0 
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前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買掛
金 

※７   5,525     5,070     4,646  

２ 短期借入金 ※２   19,495     13,291     17,162  

３ 未払金     6,088     6,545     6,959  

４ 未払法人税等     1,892     3,368     3,386  

５ 賞与引当金     1,341     1,434     1,074  

６ その他     3,699     4,314     3,714  

流動負債合計     38,043 28.2   34,024 26.8   36,943 28.2 

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金 ※２   21,375     18,060     18,304  

２ 退職給付引当金     2,629     2,714     2,660  

３ 役員退職慰労引当
金 

    2,264     1,828     2,437  

４ 負ののれん     507     371     409  

５ その他     1,469     1,424     1,386  

固定負債合計     28,246 21.0   24,400 19.3   25,198 19.3 

負債合計     66,289 49.2   58,424 46.1   62,142 47.5 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     12,350 9.2   12,350 9.8   12,350 9.4 

２ 資本剰余金     24,003 17.8   24,003 18.9   24,003 18.3 

３ 利益剰余金     34,825 25.8   36,402 28.7   35,671 27.2 

４ 自己株式     △3,641 △2.7   △3,641 △2.9   △3,641 △2.7 

株主資本合計     67,537 50.1   69,114 54.5   68,384 52.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券評
価差額金 

    782 0.6   △1,062 △0.8   123 0.1 

２ 土地再評価差額金     △845 △0.6   △845 △0.7   △845 △0.6 

３ 為替換算調整勘定     194 0.1   271 0.2   229 0.2 

評価・換算差額等合
計 

    131 0.1   △1,635 △1.3   △493 △0.3 

Ⅲ 少数株主持分     786 0.6   939 0.7   897 0.6 

純資産合計     68,456 50.8   68,418 53.9   68,788 52.5 

負債純資産合計     134,745 100.0   126,842 100.0   130,931 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     63,212 100.0   62,188 100.0   124,654 100.0 

Ⅱ 売上原価     38,113 60.3   35,554 57.2   74,824 60.0 

割賦損益調整前売
上総利益 

    25,099 39.7   26,634 42.8   49,829 40.0 

割賦販売未実現利
益戻入（＋） 

  52     5     126    

割賦販売未実現利
益繰延（－） 

  6 45 0.0 12 △7 △0.0 19 106 0.1 

売上総利益     25,144 39.7   26,626 42.8   49,935 40.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

                   

  １ 広告宣伝費   1,647     1,902     3,200    

  ２ 販売促進費   1,078     1,296     2,464    

  ３ 貸倒引当金繰入額   53     －     －    

  ４ 役員報酬   902     846     1,727    

  ５ 役員退職慰労引当  
 金繰入額 

  196     263     368    

  ６ 給料・賞与   6,310     6,414     13,818    

  ７ 賞与引当金繰入額   1,137     1,167     948    

  ８ その他   7,156 18,481 29.2 6,841 18,731 30.1 14,217 36,745 29.5 

営業利益     6,662 10.5   7,895 12.7   13,189 10.6 

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   153     146     333    

２ 受取配当金   26     35     54    

３ 受取手数料   98     85     172    

４ 受取協賛金   158     164     265    

５ 負ののれん償却額   112     38     210    

６ その他   352 902 1.4 399 870 1.4 744 1,781 1.4 

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   239     215     475    

２ たな卸資産評価損   279     211     854    

３ 持分法による投資
損失 

  －     131     199    

４ 為替差損   －     95     －    

５ その他   191 710 1.1 122 776 1.2 502 2,033 1.6 

経常利益     6,855 10.8   7,989 12.9   12,937 10.4 
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前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益                    

１ 固定資産売却益 ※１ 15     5     199    

２ 貸倒引当金戻入益   97     179     186    

３ 投資有価証券売却
益 

  －     －     105    

４ 役員退職慰労引当
金戻入益  

  2     36     2    

５ 賃貸借解約補償金   －     85     249    

６ 過年度著作権使用
料修正益 

  － 115 0.2 － 307 0.5 112 857 0.7 

                     

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産処分損 ※２ 444     183     1,420    

２ 減損損失 ※５ 38     55     2,850    

３ 投資有価証券評価
損 

  5     1,899     180    

４ 関連事業整理損 ※３ －     234     －    

５ 不正事件関連損失 ※４ － 488 0.7 652 3,025 4.9 － 4,451 3.6 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    6,483 10.3   5,271 8.5   9,343 7.5 

法人税、住民税及
び事業税 

  1,776     3,195     4,171    

法人税等調整額   722 2,499 4.0 △90 3,105 5.0 238 4,409 3.5 

少数株主利益     28 0.0   44 0.1   132 0.1 

中間(当期)純利益     3,955 6.3   2,122 3.4   4,801 3.9 
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③【中間連結株主資本等変動計算書】 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 

（百万円） 
12,350 24,003 32,029 △3,639 64,743 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     △1,044   △1,044 

役員賞与（注）     △115   △115 

中間純利益     3,955   3,955 

自己株式の取得       △1 △1 

自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ 0 2,795 △1 2,794 

平成18年９月30日残高 

（百万円） 
12,350 24,003 34,825 △3,641 67,537 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額金 為替換算調整勘定 
評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日残高 

（百万円） 
2,354 △845 188 1,697 764 67,205 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当（注）           △1,044 

役員賞与（注）           △115 

中間純利益           3,955 

自己株式の取得           △1 

自己株式の処分           0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△1,571 － 6 △1,565 21 △1,544 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△1,571 － 6 △1,565 21 1,250 

平成18年９月30日残高 

（百万円） 
782 △845 194 131 786 68,456 
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当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高 

（百万円） 
12,350 24,003 35,671 △3,641 68,384 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △1,391   △1,391 

中間純利益     2,122   2,122 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 730 △0 729 

平成19年９月30日残高 

（百万円） 
12,350 24,003 36,402 △3,641 69,114 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額金 為替換算調整勘定 
評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日残高 

（百万円） 
123 △845 229 △493 897 68,788 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当           △1,391 

中間純利益           2,122 

自己株式の取得           △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△1,185 － 42 △1,142 42 △1,100 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△1,185 － 42 △1,142 42 △370 

平成19年９月30日残高 

（百万円） 
△1,062 △845 271 △1,635 939 68,418 
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

12,350 24,003 32,029 △3,639 64,743 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △1,044   △1,044 

役員賞与（注）     △115   △115 

当期純利益     4,801   4,801 

自己株式の取得       △1 △1 

自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 0 3,642 △1 3,640 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

12,350 24,003 35,671 △3,641 68,384 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額金 為替換算調整勘定 
評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,354 △845 188 1,697 764 67,205 

連結会計年度中の変動額            

剰余金の配当（注）           △1,044 

役員賞与（注）           △115 

当期純利益           4,801 

自己株式の取得           △1 

自己株式の処分           0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△2,231 － 40 △2,191 132 △2,058 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△2,231 － 40 △2,191 132 1,582 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

123 △845 229 △493 897 68,788 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

       

税金等調整前中間（当期）純
利益 

  6,483 5,271 9,343 

減価償却費   7,598 6,736 15,633 

減損損失   38 55 2,850 

貸倒引当金の増減額   △95 △380 △390 

役員退職慰労引当金の増減額   111 △608 284 

受取利息・配当金   △180 △182 △387 

投資有価証券評価損   5 1,899 180 

支払利息   239 215 475 

持分法による投資損益   － 131 199 

固定資産処分損益   428 177 1,220 

売上債権の増減額   676 △571 2,489 

たな卸資産の増減額   1,903 △714 2,589 

カラオケ賃貸機器の売上原価
振替  

  468 414 738 

仕入債務の増減額   266 423 △612 

その他   △19 1,059 201 

小計   17,925 13,925 34,816 

利息及び配当金の受取額   172 183 377 

利息の支払額   △246 △219 △491 

法人税等の支払額   △1,279 △3,214 △2,192 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  16,572 10,675 32,509 
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前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

       

定期性預金の預入による支出   △78 △129 △190 

定期性預金の払戻による収入   121 145 214 

有形固定資産の取得による支
出 

  △6,613 △6,587 △10,442 

有形固定資産の売却による収
入 

  122 63 626 

無形固定資産の取得による支
出 

  △2,179 △2,038 △4,076 

映像使用許諾権の取得による
支出 

  △619 △664 △1,206 

投資有価証券の取得による支
出 

  △2,909 △200 △3,249 

貸付による支出   △390 △183 △509 

貸付金の回収による収入   373 453 737 

敷金・保証金の差入による支
出 

  △246 △446 △769 

敷金・保証金の返還による収
入 

  317 211 579 

その他   43 37 228 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △12,058 △9,338 △18,059 
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前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

       

短期借入金の純増減額   △412 △2,757 △1,667 

長期借入による収入   7,405 5,300 10,776 

長期借入金の返済による支出   △7,328 △6,666 △14,848 

配当金の支払額   △1,043 △1,388 △1,043 

自己株式の取得による支出    △1 △0 △1 

その他   △8 △10 △8 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △1,388 △5,523 △6,792 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  25 27 38 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   3,150 △4,158 7,695 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   24,222 31,918 24,222 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
(期末)残高 

※１ 27,372 27,759 31,918 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社………47社 

主要な連結子会社の名称 

㈱北海道第一興商、㈱東北第

一興商、㈱台東第一興商、㈱新

潟第一興商、㈱東海第一興商、

㈱第一興商近畿、㈱九州第一興

商、㈱ディーケーファイナンス

ほか39社 

なお、北京必愛歌餐飲顧問有

限公司は平成18年６月に社名を

北京必愛歌餐飲服務有限公司に

変更しております。 

(1）連結子会社………47社 

主要な連結子会社の名称 

㈱北海道第一興商、㈱東北第

一興商、㈱台東第一興商、㈱新

潟第一興商、㈱東海第一興商、

㈱第一興商近畿、㈱九州第一興

商、㈱ディーケーファイナンス

ほか39社 

上海第一興商餐飲有限公司

は、平成19年８月に清算結了し

ております。 

(1）連結子会社………48社 

主要な連結子会社の名称 

㈱北海道第一興商、㈱東北第

一興商、㈱台東第一興商、㈱新

潟第一興商、㈱東海第一興商、

㈱第一興商近畿、㈱九州第一興

商、㈱ディーケーファイナンス 

ほか40社 

第一興商電子貿易（上海）有

限公司は平成19年１月に新たに

設立したため、連結の範囲に含

めております。 

 北京必愛歌餐飲服務有限公司及

び上海第一興商餐飲有限公司は

それぞれ平成19年３月に解散し

ております。 

なお、北京必愛歌餐飲顧問有

限公司は社名を北京必愛歌餐飲

服務有限公司に変更しておりま

す。 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

なお、非連結子会社でありまし

た、㈱しゅうびプラネットは平

成18年６月に、㈱アスプロデュ

ースは平成18年９月にそれぞれ

清算結了しております。 

  

(2）主要な非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

なお、非連結子会社でありまし

た、㈱しゅうびプラネットは平

成18年６月に、㈱アスプロデュ

ースは平成18年９月にそれぞれ

清算結了しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用会社 

㈱スパイスレコーズほか３社

であります。 

なお、㈱ＪＤクリエイトは、平

成18年８月に新たに設立したた

め、㈱Seal Musicは平成18年７

月に株式を取得（第三者割当増

資の引受け）したため、それぞ

れ当中間連結会計期間より持分

法の適用範囲に含めておりま

す。 

(1）持分法適用会社 

㈱スパイスレコーズほか４社

であります。 

(1）持分法適用会社 

持分法適用関連会社は、㈱スパ

イスレコーズほか４社でありま

す。 

㈱ＪＤクリエイトは平成18年８月

に新たに設立したため、㈱シン・

コーポレーションは平成18年10月

に、㈱Bono Musicは平成18年７月

に株式の取得（第三者割当増資の

引受けほか）により、それぞれ当

連結会計年度より持分法の適用範

囲に含めております。 

なお、㈱Seal Musicは社名を㈱

Bono Musicに変更しております。 

  (2）持分法非適用会社 

該当事項はありません。 

なお、非連結子会社でありまし

た、㈱しゅうびプラネットは平

成18年６月に、㈱アスプロデュ

ースは平成18年９月にそれぞれ

清算結了しております。 

(2）持分法非適用会社 

該当事項はありません。 

 

(2）持分法非適用会社 

該当事項はありません。 

なお、非連結子会社でありまし

た、㈱しゅうびプラネットは平

成18年６月に、㈱アスプロデュ

ースは平成18年９月にそれぞれ

清算結了しております。 
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項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の(中間)決算

日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は次

のとおりであります。なお、中

間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、中間決算日現在の財務諸

表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。 
中間決算日が６月30日の会社 

Saha Daiichi Kosho Co., Ltd. 
第一興商（上海）電子有限公司 
上海必愛歌音楽餐飲有限公司 
上海星歌音楽餐飲有限公司 
上海申歌音楽餐飲有限公司 
第一興商(北京)音楽文化有限公司
北京必愛歌餐飲服務有限公司 
上海第一興商餐飲有限公司 

中間決算日が８月31日の会社 

日本クラウン㈱ 

㈱徳間ジャパンコミュニケーショ

ンズ 

㈱トライエム 

㈱ファーストディストリビューシ

ョン 

㈱ディーケー音楽出版 

㈱クラウンミュージック 

㈱ズームリパブリック 

ユニオン映画㈱ 

連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は次

のとおりであります。なお、中

間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、中間決算日現在の財務諸

表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。 
中間決算日が６月30日の会社 

Saha Daiichi Kosho Co., Ltd. 
第一興商（上海）電子有限公司 
上海必愛歌音楽餐飲有限公司 
上海星歌音楽餐飲有限公司 
上海申歌音楽餐飲有限公司 
第一興商(北京)音楽文化有限公司
北京必愛歌餐飲服務有限公司 

  上海第一興商餐飲有限公司 

第一興商電子貿易（上海）有限公
司 

中間決算日が８月31日の会社 

日本クラウン㈱ 

㈱徳間ジャパンコミュニケーショ

ンズ 

㈱トライエム 

㈱ファーストディストリビューシ

ョン 

㈱ディーケー音楽出版 

㈱クラウンミュージック 

㈱ズームリパブリック 

ユニオン映画㈱ 

連結子会社の決算日が連結決

算日と異なる会社は次のとおり

であります。なお、連結財務諸

表の作成に当たっては、決算日

現在の財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調

整を行っております。 
決算日が12月31日の会社 

Saha Daiichi Kosho Co.,Ltd. 
第一興商（上海）電子有限公司 
上海必愛歌音楽餐飲有限公司 
上海星歌音楽餐飲有限公司 
上海申歌音楽餐飲有限公司 
第一興商（北京）音楽文化有限公
司 
北京必愛歌餐飲服務有限公司 
上海第一興商餐飲有限公司 
第一興商電子貿易（上海）有限公
司 

決算日が2月末日の会社 
日本クラウン㈱ 
㈱徳間ジャパンコミュニケーショ
ンズ 
㈱トライエム 
㈱ファーストディストリビューシ
ョン 
㈱ディーケー音楽出版 
㈱クラウンミュージック 
㈱ズームリパブリック 
ユニオン映画㈱ 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

同   左 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、当初の組合への出資金

額は組合債権として認識

し、その後の組合の財政状

態の変動額のうち当社の持

分相当額を組合債権又は債

務として処理しておりま

す。また、組合の当中間連

結会計期間に属する損益の

うち当社の持分相当額を投

資事業組合出資損益として

処理しております。 

時価のないもの 

同   左 

なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）につ

いては、当初の組合への出

資金額は組合債権として認

識し、その後の組合の財政

状態の変動額のうち当社の

持分相当額を組合債権又は

債務として処理しておりま

す。また、組合の当中間連

結会計期間に属する損益の

うち当社の持分相当額を投

資事業組合出資損益として

処理しております。 

時価のないもの 

同   左 

なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、当初の組合への出資金

額は組合債権として認識

し、その後の組合の財政状

態の変動額のうち当社の持

分相当額を組合債権又は債

務として処理しておりま

す。また、組合の当連結会

計年度に属する損益のうち

当社の持分相当額を投資事

業組合出資損益として処理

しております。 

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同   左 

② デリバティブ 

同   左 

  ③ たな卸資産 

 主として移動平均法による原

価法 

③ たな卸資産 

同   左 

③ たな卸資産 

同   左 
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項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定

率法を、また在外連結子会社は

定額法を採用しております。 

ただし、当社及び国内連結子

会社は、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く。）は定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 ３年～50年 

カラオケ賃貸機器５年～６年 

カラオケルーム 
３年～19年 

及び飲食店舗設備 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定

率法を、また在外連結子会社は

定額法を採用しております。 

ただし、当社及び国内連結子

会社は、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く。）は定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 ３年～50年 

カラオケ賃貸機器５年～６年 

 （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中

間連結会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ115百万円減少して

おります。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。 

 （追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の

翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上し

ております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ37百万円減少して

おります。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。 

カラオケルーム 
３年～19年 

及び飲食店舗設備

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定

率法を、また在外連結子会社は

定額法を採用しております。 

ただし、当社及び国内連結子

会社は、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く。）は定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 ３年～50年 

カラオケ賃貸機器５年～６年 

カラオケルーム 
３年～19年 

及び飲食店舗設備
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項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  ② 無形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定

額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

同   左 

② 無形固定資産 

同   左 

  (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同   左 

① 貸倒引当金 

同   左 

  ② 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は、

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額基準により計上

しております。 

② 賞与引当金 

同   左 

② 賞与引当金 

同   左 

  ③ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は、

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

なお、数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとし

ております。 

③ 退職給付引当金 

同     左 

③ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は、

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しておりま

す。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

当社及び国内連結子会社は、

役員の退任時の退職慰労金の支

給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 同     左 

④ 役員退職慰労引当金 

当社及び国内連結子会社は、

役員の退任時の退職慰労金の支

給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく期末要支給額を

計上しております。 
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項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

なお、在外子会社等の資産、

負債、収益及び費用は在外子会

社の中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算

調整勘定及び少数株主持分に含

めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同   左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

なお、在外子会社等の資産、

負債、収益及び費用は在外子会

社の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含めて

計上しております。 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同   左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同   左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

当社及び連結子会社２社は、

変動金利の借入金の金利変動リ

スクをヘッジするため金利スワ

ップ取引を行っており、その会

計処理は金利スワップの特例処

理によっております。 

なお、特例処理によっている

ため有効性の評価を省略してお

ります。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

当社及び連結子会社１社は、

変動金利の借入金の金利変動リ

スクをヘッジするため金利スワ

ップ取引を行っており、その会

計処理は金利スワップの特例処

理によっております。 

なお、特例処理によっている

ため有効性の評価を省略してお

ります。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

  同   左 

  (7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  ① 割賦販売の会計処理 

当社及び国内連結子会社の一

部が採用し、割賦販売に係る利

益については、割賦債権の支払

期日未到来分に対応する割賦利

益の額を繰延処理しておりま

す。 

① 割賦販売の会計処理 

同   左 

① 割賦販売の会計処理 

同   左 

  ② 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しておりま

す。 

② 消費税等の会計処理 

同   左 

② 消費税等の会計処理 

同   左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同   左 同   左 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は67,669百万円でありま

す。 

 また、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

（役員賞与に関する会計基準）  

当中間連結会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）を

適用しております。これにより、営

業利益、経常利益及び税金等調整前

中間純利益は、それぞれ57百万円減

少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は軽微であります。 

     ――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は、67,890百万円であり

ます。 

また、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

（役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。これにより、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益はそれぞれ133百万円減少し

ております。 

なお、セグメント情報に与える影

響は軽微であります。 
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表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

飲食店舗に係る建物、カラオケ機器等の設備は、前中

間連結会計期間まで、有形固定資産の各科目に含めて表

示しておりましたが、当中間連結会計期間において、飲

食設備全体としての重要性が増したため、従来の「カラ

オケルーム設備」と合算し、「カラオケルーム及び飲食

店舗設備」として区分掲記することといたしました。 

 なお、前中間連結会計期間の有形固定資産の各科目に

含まれる「カラオケルーム及び飲食店舗設備」の金額は

次のとおりであります。 

建物及び構築物            188百万円 

カラオケルーム設備        12,322百万円 

その他有形固定資産           22百万円 

  

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「負

ののれん」として表示しております。 

（中間連結貸借対照表） 

         ――――― 

（中間連結損益計算書） 

受取協賛金は、前中間連結会計期間までは営業外収益

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連

結会計期間において重要性が増したため区分掲記してお

ります。 

なお、前中間連結会計期間の営業外収益の「その他」

に含まれる「受取協賛金」の金額は118百万円でありま

す。 

  

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「負ののれん償却額」として表示しております。 

  

前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「貸

倒引当金繰入額」及び「たな卸資産廃棄損」は、重要性

が乏しくなったため、営業外費用の「その他」に含めて

表示しております。 

なお、当中間連結会計期間の営業外費用の「その他」

に含まれる「貸倒引当金繰入額」は0百万円、「たな卸

資産廃棄損」は41百万円であります。 

（中間連結損益計算書） 

持分法による投資損失は、前中間連結会計期間までは

営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間において営業外費用の100分の

10を超えたため区分掲記いたしました。 

なお、前中間連結会計期間の営業外費用の「その他」

に含まれる「持分法による投資損失」の金額は20百万円

であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

         ――――― 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「持分法による

投資損益」は、前中間連結会計期間まで、営業活動によ

るキャッシュ・フローの「その他」に含めておりました

が、重要性が増したため当中間連結会計期間より区分掲

記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含まれている「持分法による

投資損益」は20百万円であります。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

項目 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１有形固定資産の減価償却

累計額 

48,885百万円 51,008百万円 49,981百万円 

※２担保に供している資産 受取手形及び売

掛金 
3,736百万円 

その他流動資産 508百万円 

建物及び構築物 2,304百万円 

カラオケ賃貸機

器 
1百万円 

土地 6,275百万円 

その他有形固定

資産 
1,216百万円 

差入敷金・保証

金 
155百万円 

投資その他の資

産その他 
809百万円 

合計 15,008百万円

受取手形及び売

掛金 
1,340百万円 

建物及び構築物 2,035百万円 

土地 5,801百万円 

その他有形固定

資産 
3百万円 

差入敷金・保証

金 
155百万円 

合計 9,336百万円

受取手形及び売

掛金 
2,213百万円 

建物及び構築物 2,044百万円 

土地 5,782百万円 

その他の有形固

定資産 
3百万円 

差入敷金・保証

金 
155百万円 

合計 10,199百万円 

  （上記に対応する債務） （上記に対応する債務） （上記に対応する債務） 

短期借入金 3,595百万円 

長期借入金 6,344百万円 

合計 9,940百万円

短期借入金 2,178百万円 

長期借入金 3,980百万円 

合計 6,159百万円

短期借入金 2,745百万円 

長期借入金 4,929百万円 

合計 7,674百万円 

※３カラオケ賃貸機器の内訳 機械装置 10,026百万円 機械装置 8,663百万円 機械装置 8,949百万円 

※４カラオケルーム及び飲食

店舗設備の内訳 

建物及び構築物 10,937百万円 

機械装置 1,845百万円 

その他 959百万円 

合計 13,742百万円

建物及び構築物 11,336百万円 

機械装置 1,623百万円 

その他 1,029百万円 

合計 13,989百万円

建物及び構築物 10,283百万円 

機械装置 1,442百万円 

その他 918百万円 

合計 12,644百万円

 ５保証債務 ① 顧客に対す

る割賦債務

等の保証 

3百万円 

② 販売特約店

等の借入債

務等の保証 

762百万円 

① 顧客に対す

る割賦債務

等の保証 

2百万円 

② 販売特約店

等の借入債

務等の保証 

618百万円 

① 顧客に対す

る割賦債務

等の保証 

2百万円 

② 販売特約店

等の借入債

務等の保証 

690百万円 
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項目 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

 ６特定融資枠契約（コミッ

トメントライン契約） 

当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため金融機関７社と特定

融資枠契約（コミットメントライ

ン契約）を締結しており、これら

契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため金融機関７社と特定

融資枠契約（コミットメントライ

ン契約）を締結しており、これら

契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当社は運転資金の効率的な調達

を行うため金融機関７社と特定融

資枠契約（コミットメントライン

契約）を締結しており、これら契

約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりであり

ます。          

  特定融資枠契約

の総額 
20,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 20,000百万円 

特定融資枠契約

の総額 
20,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 20,000百万円 

特定融資枠契約

の総額 
20,000百万円 

借入実行残高  －百万円 

差引額 20,000百万円 

※７中間連結会計期間末日満

期手形 

中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高

に含まれております。 

受取手形     58百万円 

支払手形    125百万円 

中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高

に含まれております。 

受取手形      16百万円 

支払手形    135百万円 

連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理をしております。

なお、当連結会計年度末日は金融

機関の休日であったため、次の連

結会計年度末日満期手形が連結会

計年度末残高に含まれておりま

す。 

受取手形     52百万円  

支払手形     125百万円  
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（中間連結損益計算書関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１固定資産売却益の内訳 土地 15百万円 

その他 0百万円 

合計 15百万円 

カラオケ賃貸機器 3百万円 

その他 1百万円 

合計 5百万円 

土地 175百万円 

カラオケルーム及

び飲食店舗設備 
20百万円 

その他 4百万円 

合計 199百万円 

※２固定資産処分損の内訳 建物及び構築物 93百万円 

カラオケ賃貸機器 1百万円 

カラオケルーム及

び飲食店舗設備 
324百万円 

無形固定資産 8百万円 

その他 15百万円 

合計 444百万円 

建物及び構築物 25百万円 

カラオケルーム及

び飲食店舗設備 
133百万円 

無形固定資産 6百万円 

その他 17百万円 

合計 183百万円 

土地 34百万円 

建物及び構築物 114百万円 

カラオケルーム及

び飲食店舗設備 
1,055百万円 

無形固定資産 134百万円 

カラオケ賃貸機

器  
2百万円 

その他 79百万円 

合計 1,420百万円 

※３関連事業整理損の内訳 ――――― 関連事業整理損は、衛星放送事業

におけるＩＰラジオ放送サービスの

中止決定に伴い、将来見込まれる損

失であります。  

――――― 

※４不正事件関連損失 ――――― 子会社において発生した元取締役

による不正事件に関する損失であり

ます。 

――――― 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※５減損損失の内訳 当中間連結会計期間において、以

下の資産グループについて減損損失

を計上しております。 

(１)減損損失を認識した資産 

（単位：百万円）

場所 用途  種類 
減損
損失

当社 

ビッグエコー

八千代緑が丘

店  

（千葉県八千

代市）他２店

舗 

カラオケル

ーム及び飲

食店舗 

カラオ

ケルー

ム及び

飲食店

舗設備 

19 

㈱道南第一興

商 

ビッグエコー

ロイヤル錦町

店  

（北海道苫小

牧市） 

カラオケル

ーム及び飲

食店舗  

カラオ

ケルー

ム及び

飲食店

舗設備 

19 

当中間連結会計期間において、以

下の資産グループについて減損損失

を計上しております。 

(１)減損損失を認識した資産 

（単位：百万円）

場所 用途  種類 
減損
損失

当社 

ビッグエコー

松戸駅前店  

（千葉県松戸

市）他２店舗 

カラオケル

ーム及び飲

食店舗 

カラオ

ケルー

ム及び

飲食店

舗設備

他 

55 

当連結会計年度において、以下の

資産グループについて減損損失を計

上しております。 

(１)減損損失を認識した資産 

  （単位：百万円）

場所 用途 種類 
減損 
損失 

当社 

ビッグエコー

八千代緑ケ丘 

（千葉県八千

代市）他９店

舗 

カラオケル

ーム及び飲

食店舗 

カラオ

ケルー

ム設備

及び飲

食店舗

設備 

他 

238 

栗田ビル 

（広島県広島

市） 

賃貸用不動

産 

建物 

他 
9 

東京都品川区

ほか 

ゲートウェ

イ事業関連

資産 

工具器

具備品

他 

1,824 

東京都品川区 

デジタル映

像コンテン

ツ 

音源映

像ソフ

トウェ

ア 

299 

東京都品川区

ほか 
遊休資産 

電話加

入権 
88 

㈱道南第一興

商  

ビッグエコー

ロイヤル錦町

店  

（北海道苫小

牧市）他２店

舗 

カラオケル

ーム及び飲

食店舗 他

カラオ

ケルー

ム設備

他 

20 

㈱台東第一興

商  

（東京都台東

区） 

他25社  

ゲートウェ

イ事業関連

資産 

工具器

具備品

他 

343 

㈱湘南第一興

商  

（神奈川県小

田原市）他25

社 

遊休資産 
電話加

入権 
24 

  (２)資産のグルーピングの方法 

当社グループは、社内管理区分を

考慮して資産グループを決定してお

ります。なお、遊休不動産及び賃貸

用不動産については各物件を、カラ

オケルーム・飲食店舗については主

に各店舗を、資産グループとしてお

ります。 

(２)資産のグルーピングの方法 

同      左 

(２)資産のグルーピングの方法 

同      左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  (３)減損損失の認識に至った経緯 

カラオケルーム及び飲食店舗につ

いては収益性低下等により投資額の

回収が困難と見込まれるため、回収

可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（38百万円）として特別損

失に計上しております。 

(３)減損損失の認識に至った経緯 

カラオケルーム及び飲食店舗につ

いては収益性低下等により投資額の

回収が困難と見込まれるため、回収

可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（55百万円）として特別損

失に計上しております。 

(３)減損損失の認識に至った経緯 

カラオケルーム及び飲食店舗、賃

貸用不動産については、収益性低下

等により投資額の回収が困難と見込

まれるため、回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(256百万

円及び9百万円)として特別損失に計

上しております。 

ゲートウェイ事業関連資産につい

ては、専用情報端末(ＤＡＭステー

ション)によるコンテンツ収入のみ

では、投資額の回収が困難と見込ま

れるため、賃貸またはカラオケルー

ム店舗で事業の用に供したＤＡＭス

テーション本体ほか、ゲートウェイ

事業に関連する有形固定資産、無形

固定資産及びリース資産を減損損失

(2,168百万円)として特別損失に計

上しております。 

デジタル映像コンテンツについて

は、投資額の回収が困難と見込まれ

るため、投資額を減損損失(299百万

円)として特別損失に計上しており

ます。 

  (４)減損損失の金額 

  百万円 

カラオケルーム 

及び飲食店舗設備 
38 

合 計 38 

(４)減損損失の金額 

  百万円 

カラオケルーム 

及び飲食店舗設備 
54 

その他有形固定資産 0 

その他投資 0 

合 計 55 

(４)減損損失の金額 

  百万円 

工具器具備品  1,549 

カラオケルーム 

及び飲食店舗設備 
256 

ソフトウェア 561 

音源映像 

ソフトウェア 
302 

建 物 他  180 

合 計 2,850 

  (５)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は正味売却価額お

よび使用価値により測定しており、

正味売却価額は不動産鑑定評価額を

基準とし、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを4.2％で割引いて算定

しております。 

(５)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は正味売却価額及

び使用価値により測定しており、正

味売却価額は不動産鑑定評価額を基

準とし、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを3.3％で割引いて算定

しております。 

(５)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は正味売却価額お

よび使用価値により測定しており、

正味売却価額は不動産鑑定評価額を

基準とし、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを4.2％ないし3.2％で割

引いて算定しております。 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加36,621千株は、株式分割によるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち1,821千株は株式分割により、0千株は単元未満株式の買取り

によるものであります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少は、買増請求による売却によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当はありません。 

３．配当に関する事項 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

該当はありません。 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株）  

当中間連結会計期間末

株式数（千株）  

発行済株式        

普通株式（注）１ 36,621 36,621 － 73,242 

合計 36,621 36,621 － 73,242 

自己株式        

普通株式（注）２，３ 1,820 1,821 0 3,642 

合計 1,820 1,821 0 3,642 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

1株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月24日

定時株主総会  
普通株式 1,044 30.00 平成18年３月31日 平成18年６月26日
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当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取請求によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株）  

当中間連結会計期間末

株式数（千株）  

発行済株式        

普通株式 73,242 － － 73,242 

合計 73,242 － － 73,242 

自己株式        

普通株式（注） 3,642 0 － 3,642 

合計 3,642 0 － 3,642 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

1株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月23日

定時株主総会  
普通株式 1,391 20.00 平成19年３月31日 平成19年６月25日
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前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加36,621千株は、株式分割によるものであります。 

２．普通株式の自己株式の増加のうち1,821千株は株式分割により、0千株は単元未満株式の買取請求による

ものであります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少は、売渡請求による売却によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 36,621 36,621 － 73,242 

合計 36,621 36,621 － 73,242 

自己株式        

普通株式 1,820 1,821 0 3,642 

合計 1,820 1,821 0 3,642 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月24日 

定時株主総会 
普通株式 1,044 30.00 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 1,391 利益剰余金 20.00 平成19年３月31日 平成19年６月25日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※１現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※１現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 27,840百万円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期性預金 
△467百万円 

現金及び現金同等物 27,372百万円 

現金及び預金勘定 28,229百万円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期性預金 
△469百万円 

現金及び現金同等物 27,759百万円 

現金及び預金勘定 32,404百万円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期性預金 
△485百万円 

現金及び現金同等物 31,918百万円 
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（リース取引関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

カラオ
ケルー
ム及び
飲食店
舗設備 

98 63 34 

その他
有形固
定資産 

1,992 672 1,319 

合計 2,090 735 1,354 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

カラオ
ケルー
ム及び
飲食店
舗設備

77 42 － 34

その他
有形固
定資産

2,110 989 30 1,089

合計 2,187 1,032 30 1,124

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

カラオ
ケルー
ム及び
飲食店
舗設備 

109 63 － 45

その他
有形固
定資産 

2,018 796 30 1,191

合計 2,127 859 30 1,237

  (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 458百万円 

１年超 903百万円 

合計 1,362百万円 

     

１年内 446百万円 

１年超 688百万円 

合計 1,135百万円 

リース資産減損

勘定の残高  
14百万円 

１年内 447百万円 

１年超 798百万円 

合計 1,246百万円 

リース資産減損

勘定の残高 
30百万円 

  (3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

  支払リース料 255百万円 

減価償却費相当額 250百万円 

支払利息相当額 7百万円 

支払リース料 262百万円 

リース資産減損勘

定取崩額 
16百万円 

減価償却費相当額 240百万円 

支払利息相当額 7百万円 

支払リース料 513百万円 

減価償却費相当額 502百万円 

支払利息相当額 15百万円 

減損損失 30百万円 

  (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、 

 残存価額を零とする定額法によ 

 り処理を行っております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

  (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の 

 取得価額相当額との差額を利息 

 相当額とし、各期への配分方法 

 については、利息法により処理 

 を行っております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同   左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同   左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

２．オペレーティン

グ・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 497百万円 

１年超 2,655百万円 

合計 3,153百万円 

１年内 443百万円 

１年超 1,974百万円 

合計 2,418百万円 

１年内 467百万円 

１年超 1,991百万円 

合計 2,458百万円 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。 
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（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間）（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、個別に回復可能性等を考慮して必要と認められる額につい

て減損処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 5,317 6,639 1,322 

（2）その他 － － － 

合計 5,317 6,639 1,322

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

   その他有価証券  

非上場株式 3,340 

投資事業有限責任組合等 532 
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（当中間連結会計期間）（平成19年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、個別に回復可能性等を考慮して必要と認められる額につい

て減損処理を行っております。 

 なお、当中間連結会計期間において、その他有価証のうち時価評価されている株式について、77百万円の減損

処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 時価のない有価証券の減損処理にあたっては、当該会社の財政状態及び経営成績をもとに、回復可能性を総合 

   的に勘案し、必要と認められる額について減損処理を行っております。 

    なお、当中間連結会計期間において、その他有価証券のうち時価評価されていない非上場株式について、1,821 

   百万円の減損処理を行っております。  

    

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 5,250 4,267 △982 

（2）その他 － － － 

合計 5,250 4,267 △982

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

   その他有価証券  

非上場株式 1,516 

投資事業有限責任組合等 500 
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（前連結会計年度）（平成19年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、個別に回復可能性等を考慮して必要と認められる額について減

損処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間）（平成18年９月30日現在） 

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

（当中間連結会計期間）（平成19年９月30日現在） 

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

（前連結会計年度）（平成19年３月31日現在） 

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 5,130 5,399 269 

（2）その他 － － － 

合計 5,130 5,399 269

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 3,336 

投資事業有限責任組合等 514 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

売上集計区分によっております。 

項目 
業務用カラ
オケ事業 
（百万円） 

カラオケ・
飲食店舗事
業 
（百万円） 

ゲートウェ
イ事業 
（百万円） 

音楽ソフト
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                

(1）
外部顧客に対する売上

高 
34,065 17,046 2,246 5,834 4,018 63,212 －  63,212 

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高 
113 －  －  86 365 565 (565) －  

計 34,179 17,046 2,246 5,920 4,384 63,777 (565) 63,212 

営業費用 28,335 15,057 2,961 5,891 3,502 55,747 801 56,549 

営業利益(又は営業損失) 5,843 1,989 △715 29 882 8,029 (1,366) 6,662 

項目 
業務用カラ
オケ事業 
（百万円） 

カラオケ・
飲食店舗事
業 
（百万円） 

音楽ソフト
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1）
外部顧客に対する売上

高 
33,091 18,064 5,626 5,406 62,188 －  62,188 

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高 
125 －  84 389 599 (599) －  

計 33,216 18,064 5,711 5,795 62,788 (599) 62,188 

営業費用 27,201 15,769 5,519 4,852 53,343 950 54,293 

営業利益 6,014 2,294 192 942 9,444 (1,549) 7,895 

項目 
業務用カラ
オケ事業 
(百万円) 

カラオケ・
飲食店舗事
業 
(百万円) 

ゲートウェ
イ事業 
(百万円) 

音楽ソフト
事業 
(百万円) 

その他の事
業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                

(1）
外部顧客に対する売上

高 
64,685 35,681 4,227 11,982 8,077 124,654 － 124,654 

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高 
228 － － 178 750 1,158 (1,158) － 

計 64,914 35,681 4,227 12,161 8,827 125,812 (1,158) 124,654 

営業費用 54,740 30,576 5,661 12,010 7,042 110,030 1,433 111,464 

営業利益(又は営業損失) 10,174 5,105 △1,434 150 1,785 15,781 (2,591) 13,189 
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２．各区分に属する主要な商品又は役務の名称 

３．「消去又は全社」の項目に含めた金額及び主な内容 

４．事業の種類別セグメントにおける事業区分の変更 

当中間連結会計期間において、次のとおりセグメント区分の見直しを行っております。 

前連結会計年度までゲートウェイ事業に含めておりました、専用情報端末(ＤＡＭステーション)によるコン

テンツサービスは、主力事業である業務用カラオケ事業における付加価値サービスと位置付け、当事業を業務

用カラオケ事業と一体化させて事業展開を図ることとしたため、当中間連結会計期間から業務用カラオケ事業

に含めることに変更いたしました。 

また、上記事業区分の変更に伴い、従来ゲートウェイ事業に含めておりました、eビジネス事業(携帯電話に

よるコンテンツサービス)は金額的重要性が低下しているため、その他の事業に含めることといたしました。 

この結果、前中間連結会計期間と同様の区分によった場合に比べ当中間連結会計期間の売上高は、「業務用

カラオケ事業」においては408百万円、「その他の事業」においては1,357百万円増加し、「ゲートウェイ事

業」においては1,765百万円減少しております。また、営業費用は「業務用カラオケ事業」においては485百万

円、「その他の事業」においては1,173百万円増加し、「ゲートウェイ事業」においては1,658百万円減少して

おります。 

なお、上記事業区分の変更によった場合の前中間連結会計期間と前連結会計年度の事業の種類別セグメント

情報は次のとおりであります。 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

事業区分 主要商品又は役務の名称 

業務用カラオケ事業 
業務用カラオケ機器の販売、賃貸及び通信カラオケへの音源・映像コンテンツの提供

並びに専用情報端末(ＤＡＭステーション)によるコンテンツサービスの提供 

カラオケ・飲食店舗事業 カラオケルームの運営及び飲食店舗の運営 

音楽ソフト事業 音楽、映像ソフトの制作、販売 

その他の事業 衛星放送事業、携帯電話によるコンテンツサービスの提供、不動産賃貸事業ほか 

 
前中間連結会計期間

（百万円） 
当中間連結会計期間

（百万円） 
前連結会計年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額 

1,366 1,549 2,591 
当社の総務部等管理部門に要し

た費用 

項目 
業務用カラ
オケ事業 
（百万円） 

カラオケ・
飲食店舗事
業 
（百万円） 

音楽ソフト
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1）
外部顧客に対する売上

高 
34,786 17,046 5,834 5,545 63,212 －  63,212 

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高 
113 －  86 365 565 (565) －  

計 34,899 17,046 5,920 5,910 63,777 (565) 63,212 

営業費用 29,873 15,057 5,891 4,925 55,747 801 56,549 

営業利益 5,026 1,989 29 984 8,029 (1,366) 6,662 
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前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

５．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．会計処理基準に関する事項（会計方針の変更）に

記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産の減価償却の方法を変

更しております。これにより、当中間連結会計期間の「業務用カラオケ事業」の営業費用が75百万円、「カラ

オケ・飲食店舗事業」の営業費用が38百万円、「音楽ソフト事業」の営業費用が0百万円、「その他の事業」

の営業費用が1百万円それぞれ増加し、営業利益は同額それぞれ減少しております。 

６．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．会計処理基準に関する事項（追加情報）に記載の

とおり、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより、当中間連結会計期間の「業務用カラオケ事

業」の営業費用が27百万円、「カラオケ・飲食店舗事業」の営業費用が8百万円、「音楽ソフト事業」の営業

費用が0百万円、「その他の事業」の営業費用が1百万円、「消去又は全社」の営業費用が0百万円それぞれ増

加し、営業利益は同額それぞれ減少しております。 

項目 
業務用カラ
オケ事業 
（百万円） 

カラオケ・
飲食店舗事
業 
（百万円） 

音楽ソフト
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1）
外部顧客に対する売上

高 
65,957 35,681 11,982 11,032 124,654 －  124,654 

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高 
228 －  178 750 1,158 (1,158) －  

計 66,186 35,681 12,161 11,783 125,812 (1,158) 124,654 

営業費用 57,632 30,576 12,010 9,811 110,030 1,433 111,464 

営業利益 8,554 5,105 150 1,971 15,781 (2,591) 13,189 
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【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額         972円26銭            969円51銭      975円44銭 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 

56円82銭 
 当社は、平成18年７月１日付けで

株式１株につき２株の株式分割を行

っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。 

前中間連結会計

期間 

前連結会計年

度 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

893円50銭 953円29銭

１株当たり中間

純利益金額 

１株当たり当期

純利益金額 

11円35銭 56円30銭

  30円49銭 68円99銭 
 当社は、平成18年７月１日付けで

株式を１株につき２株の株式分割を

行っております。  

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、以下のとおりとな

ります。 

前連結会計年度 

１株当たり純資産額 

953円29銭

１株当たり当期純利益金額 

56円30銭

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（百万円） 3,955 2,122 4,801 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 3,955 2,122 4,801 

期中平均株式数（千株） 69,600 69,599 69,600 
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（子会社の解散） 

当社は、平成18年11月27日開催の

取締役会において、連結子会社であ

る第一興商（北京）音楽文化有限公

司及び北京必愛歌餐飲服務有限公司

を解散することを決議いたしまし

た。 

１．解散の理由 

同社は中国北京においてカラオ

ケルームを運営する目的で設立い

たしましたが、収支状況が当初の

計画を大幅に下回り、今後の改善

見込みも不透明であることから店

舗を閉鎖し、これに伴い解散する

ことといたしました。 

２．解散子会社の概要 

第一興商（北京）音楽文化有限公司  

（1）所在地 中国北京 

（2）設立年月  平成17年８月  

（3）資本金 20百万円 

（4）事業の内容 

カラオケルーム・飲食店舗の管

理指導業務 

（5）議決権の所有割合 

当社 100.0％  

北京必愛歌餐飲服務有限公司 

（1）所在地 中国北京 

（2）設立年月  平成17年11月 

（3）資本金 210百万円 

（4）事業の内容 

カラオケルーム・飲食店舗の運

営 

（5）議決権の所有割合 

当社 95.0％  

第一興商（北京）音楽文化有限

公司 5.0％ 

（6）解散の時期 平成19年３月予定 

なお、当該事象が業績に与える影

響額は約３億円の損失を予定してお

ります。また、解散が営業活動等に

及ぼす重要な影響はありません。 

           ――――― ――――― 
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(2）【その他】 

㈱アジア著作協会は、同社が著作権を管理する韓国楽曲を、当社の通信カラオケにおいて無許諾使用している

として、当社に対し損害賠償（請求金額約９億75百万円）を求める訴訟を平成16年８月31日に東京地方裁判所に

提起しておりますが、当社といたしましては、同社の主張は失当なものとして対処しております。 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   14,911     13,281     17,467    

２ 受取手形 ※５ 353     188     182    

３ 売掛金   5,649     5,958     4,428    

４ たな卸資産   4,135     4,487     3,766    

５ 繰延税金資産   799     995     895    

６ その他   3,332     2,901     2,917    

貸倒引当金   △562     △137     △233    

流動資産合計     28,619 34.3   27,677 35.8   29,424 36.7 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1）建物   1,513     1,391     1,445    

(2）カラオケ賃貸機器   4,248     3,531     3,589    

(3）カラオケルーム及び飲食店舗
設備 

  8,858     8,911     8,164    

(4）土地   3,180     4,643     3,180    

(5）その他   2,115     554     488    

計   19,916   19,031     16,868  

２ 無形固定資産                    

(1）音源映像ソフトウェア   3,909     3,536     3,596    

(2）その他   2,898     1,726     1,868    

計   6,807   5,263     5,464  

３ 投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   10,303     6,152     9,112    

(2）関係会社株式   4,584     4,820     4,820    

(3）長期貸付金   4,071     4,418     4,555    

(4) 繰延税金資産   509     1,270     1,485    

(5）差入敷金・保証金   10,640     10,709     10,737    

(6）その他   3,179     3,063     3,032    

貸倒引当金   △5,084     △5,191     △5,301    

計   28,204   25,243     28,442  

固定資産合計     54,929 65.7   49,538 64.2   50,775 63.3 

資産合計     83,548 100.0   77,215 100.0   80,200 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形 ※５ 2,234     1,972     1,748    

２ 買掛金   2,253     2,161     1,852    

３ 一年以内返済予定長期借入金   5,837     4,077     4,949    

４ 未払金   3,899     4,637     4,372    

５ 未払法人税等   871     2,196     2,143    

６ 賞与引当金   805     896     652    

７ その他 ※４ 1,590     1,377     1,621    

流動負債合計     17,493 20.9   17,320 22.4   17,340 21.6 

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金   10,405     6,327     8,257    

２ 退職給付引当金   1,149     1,243     1,200    

３ 役員退職慰労引当金   465     199     512    

４ その他   643     783     700    

固定負債合計     12,663 15.2   8,553 11.1   10,670 13.3 

負債合計     30,157 36.1   25,874 33.5   28,010 34.9 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     12,350 14.8   12,350 16.0   12,350 15.4 

２ 資本剰余金                     

(1) 資本準備金   4,002     4,002     4,002    

(2) その他資本剰余金   20,000     20,000     20,000    

資本剰余金合計     24,003 28.7   24,003 31.1   24,003 29.9 

３ 利益剰余金                     

(1) その他利益剰余金                    

別途積立金   16,603     16,604     16,603    

繰越利益剰余金   4,148     3,936     3,603    

利益剰余金合計     20,751 24.8   20,540 26.6   20,206 25.2 

４ 自己株式     △3,641 △4.3   △3,641 △4.7   △3,641 △4.5 

株主資本合計     53,463 64.0   53,252 69.0   52,918 66.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評価差額金     773 0.9   △1,065 △1.4   116 0.2 

２ 土地再評価差額金     △845 △1.0   △845 △1.1   △845 △1.1 

評価・換算差額等合計     △72 △0.1   △1,910 △2.5   △729 △0.9 

純資産合計     53,391 63.9   51,341 66.5   52,189 65.1 

負債純資産合計     83,548 100.0   77,215 100.0   80,200 100.0 
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②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比 

（％） 
金額（百万円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高     43,715 100.0   42,408 100.0   83,382 100.0 

Ⅱ 売上原価     29,112 66.6   26,361 62.2   55,050 66.0 

割賦損益調整前売上総利益     14,603 33.4   16,047 37.8   28,331 34.0 

割賦販売未実現利益戻入(＋)   15     10     33    

割賦販売未実現利益繰延(－)   6 8 0.0 12 △1 △0.0 17 16 0.0 

売上総利益     14,612 33.4   16,045 37.8   28,347 34.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     10,318 23.6   10,859 25.6   20,459 24.5 

営業利益     4,293 9.8   5,186 12.2   7,888 9.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１   994 2.3   949 2.2   1,385 1.7 

Ⅴ 営業外費用 ※２   215 0.5   146 0.3   956 1.2 

経常利益     5,072 11.6   5,988 14.1   8,317 10.0 

Ⅵ 特別利益     107 0.3   269 0.6   275 0.3 

Ⅶ 特別損失 ※3,5   424 1.0   2,311 5.4   3,788 4.5 

税引前中間(当期)純利益     4,755 10.9   3,947 9.3   4,804 5.8 

法人税、住民税及び事業税   755     2,033     2,034    

法人税等調整額   1,144 1,899 4.4 188 2,222 5.2 460 2,494 3.0 

中間(当期)純利益     2,856 6.5   1,725 4.1   2,310 2.8 
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③【中間株主資本等変動計算書】 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本

合計 資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
 （百万円） 

12,350 4,002 20,000 24,003 16,603 2,356 18,959 △3,639 51,673 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当 (注)           △1,044 △1,044   △1,044 

役員賞与 (注)           △20 △20   △20 

中間純利益           2,856 2,856   2,856 

自己株式の取得               △1 △1 

自己株式の処分     0 0       0 0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 
 （百万円） 

－ － 0 0 － 1,792 1,792 △1 1,790 

平成18年９月30日残高 
 （百万円） 

12,350 4,002 20,000 24,003 16,603 4,148 20,751 △3,641 53,463 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高 
 （百万円） 

2,342 △845 1,496 53,169 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当 (注)       △1,044 

役員賞与 (注)       △20 

中間純利益       2,856 

自己株式の取得       △1 

自己株式の処分       0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△1,568 － △1,568 △1,568 

中間会計期間中の変動額合計 
 （百万円） 

△1,568 － △1,568 221 

平成18年９月30日残高 
 （百万円） 

773 △845 △72 53,391 
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当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本

合計 資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日残高 
 （百万円） 

12,350 4,002 20,000 24,003 16,603 3,603 20,206 △3,641 52,918 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当            △1,391 △1,391   △1,391 

中間純利益           1,725 1,725   1,725 

自己株式の取得               △0 △0 

吸収分割         1   1   1 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 
 （百万円） 

－ － － － 1 333 334 △0 334 

平成19年９月30日残高 
 （百万円） 

12,350 4,002 20,000 24,003 16,604 3,936 20,540 △3,641 53,252 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成19年３月31日残高 
 （百万円） 

116 △845 △729 52,189 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当        △1,391 

中間純利益       1,725 

自己株式の取得       △0 

吸収分割       1 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△1,181 － △1,181 △1,181 

中間会計期間中の変動額合計 
 （百万円） 

△1,181 － △1,181 △847 

平成19年９月30日残高 
 （百万円） 

△1,065 △845 △1,910 51,341 

2007/12/18 10:21:47株式会社第一興商/半期報告書/2007-09-30



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本

合計 資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

12,350 4,002 20,000 24,003 16,603 2,356 18,959 △3,639 51,673 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当（注）           △1,044 △1,044   △1,044 

役員賞与（注）           △20 △20   △20 

当期純利益           2,310 2,310   2,310 

自己株式の取得               △1 △1 

自己株式の処分     0 0       0 0 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

                  

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 0 0 － 1,246 1,246 △1 1,245 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

12,350 4,002 20,000 24,003 16,603 3,603 20,206 △3,641 52,918 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,342 △845 1,496 53,169 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △1,044 

役員賞与（注）       △20 

当期純利益       2,310 

自己株式の取得       △1 

自己株式の処分       0 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△2,225 － △2,225 △2,225 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△2,225 － △2,225 △980 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

116 △845 △729 52,189 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

時価のあるもの 

同   左 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任

組合およびそれに類する組

合への出資（証券取引法第

２条第２項により有価証券

とみなされるもの）につい

ては、当初の組合への出資

金額は組合債権として認識

し、その後の組合の財政状

態の変動額のうち当社の持

分相当額を組合債権又は債

務として処理しておりま

す。また、組合の当中間会

計期間に属する損益のうち

当社の持分相当額を投資事

業組合出資損益として処理

しております。 

時価のないもの 

同   左 

なお、投資事業有限責任

組合およびそれに類する組

合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）に

ついては、当初の組合への

出資金額は組合債権として

認識し、その後の組合の財

政状態の変動額のうち当社

の持分相当額を組合債権又

は債務として処理しており

ます。また、組合の当中間

会計期間に属する損益のう

ち当社の持分相当額を投資

事業組合出資損益として処

理しております。  

時価のないもの 

同   左 

なお、投資事業有限責任

組合およびそれに類する組

合への出資（証券取引法第

２条第２項により有価証券

とみなされるもの）につい

ては、当初の組合への出資

金額は組合債権として認識

し、その後の組合の財政状

態の変動額のうち当社の持

分相当額を組合債権又は債

務として処理しておりま

す。また、組合の当期に属

する損益のうち当社の持分

相当額を投資事業組合出資

損益として処理しておりま

す。 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同   左 

(2）デリバティブ 

同   左 

  (3）たな卸資産 

商品 

移動平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

商品 

同   左 

(3）たな卸資産 

商品 

同   左 
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

建物       ５年～50年 

カラオケ賃貸機器 ５年～６年 

カラオケルーム 

及び飲食店舗設備 

３年～19年 

(1）有形固定資産 

同   左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ48百万円減少しておりま

す。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しておりま

す。 

これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ17百万円減少しておりま

す。 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

建物及び構築物  ３年～50年 

カラオケ賃貸機器 ５年～６年 

カラオケルーム 

及び飲食店舗設備 

３年～19年 

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法、音源映像ソフトウエ

アについては償却期間を２年と

する定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同   左 

(2）無形固定資産 

同   左 
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同   左 

(1）貸倒引当金 

同   左 

  (2）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額基準に

基づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同   左 

(2）賞与引当金 

同   左 

  (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしてお

ります。 

(3）退職給付引当金 

同   左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法に

より按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退任時の退職慰労金の

支給に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく中間期末要支

給額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同   左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退任時の退職慰労金の

支給に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同   左 同   左 

５．ヘッジ会計の方法 通貨関連で外貨建金銭債務の

為替変動リスクを回避するた

め、通貨デリバティブ取引の為

替予約取引を行っており、その

会計の方法は振当処理によって

おります。また、変動金利の借

入金の金利変動リスクをヘッジ

するため金利スワップ取引を行

っており、その会計の方法は金

利スワップの特例処理によって

おります。 

なお、特例処理によっている

ため有効性の評価を省略してお

ります。 

同   左 同   左 
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）割賦販売の会計処理 

割賦販売による利益について

は、割賦基準により、割賦債権

の支払期日が、当中間会計期間

末日の翌日以降に到来する割賦

利益を「割賦販売未実現利益」

として繰延べております。 

また、割賦販売に伴う割賦利

息相当額は、支払期日経過分に

対応する額を営業外収益に、支

払期日未到来分に対応する額を

流動負債の「その他」に各々含

めて計上しております。 

(1）割賦販売の会計処理 

同   左 

(1）割賦販売の会計処理 

割賦販売による利益について

は、割賦基準により、割賦債権

の支払期日が、翌事業年度以降

に到来する割賦利益を「割賦販

売未実現利益」として繰延べて

おります。 

また、割賦販売に伴う割賦利

息相当額は、支払期日経過分に

対応する額を営業外収益に、支

払期日未到来分に対応する額を

流動負債の「その他」に各々含

めて計上しております。 

  (2）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

なお、割賦販売に係る消費税

等については消費税法の規定に

基づき、割賦債権の支払期日未

到来分に対応する額を繰延処理

しております。 

(2）消費税等の会計処理 

同   左 

(2）消費税等の会計処理 

同   左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

  なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は、53,391百万円であり

ます。 

  また、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。  

 （役員賞与に関する会計基準）  

  当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。これにより、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利益

は10百万円減少しております。 

     ――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

  なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は、52,189百万円であり

ます。 

  また、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。  

 （役員賞与に関する会計基準）  

  当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用して

おります。これにより、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益は20

百万円減少しております。 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

飲食店舗に係る建物、カラオケ機器等の設備は、前中

間会計期間まで、有形固定資産の各科目に含めて表示し

ておりましたが、当中間会計期間において、飲食設備全

体としての重要性が増したため、従来の「カラオケルー

ム設備」と合算し、「カラオケルーム及び飲食店舗設

備」として区分掲記することといたしました。  

なお、前中間会計期間の有形固定資産の各科目に含ま

れる「カラオケルーム及び飲食店舗設備」の金額は次の

とおりであります。 

建物 120百万円 

カラオケルーム設備 7,293百万円 

その他有形固定資産 18百万円 

  

  

――――― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

23,394百万円 23,985百万円 23,393百万円 

 ２ 保証債務 (1）保証債務 (1）保証債務 (1）保証債務 

  ① 関係会社の金融機関借入金等

に対する債務保証 

① 関係会社の金融機関借入金等

に対する債務保証 

① 関係会社の金融機関借入金等

に対する債務の保証 

  ㈱湘南第一興商 740百万円 

㈱新潟第一興商 71百万円 

その他4社計 233百万円 

合計 1,045百万円 

㈱湘南第一興商 623百万円 

丸萩洋酒工業㈱ 10百万円 

㈱東海第一興商 2百万円 

合計 635百万円 

㈱湘南第一興商 681百万円 

丸萩洋酒工業㈱ 10百万円 

㈱東海第一興商 6百万円 

合計 698百万円 

  ② 顧客に対する割賦債務等の保

証 

 5百万円 

② 顧客に対する割賦債務等の保

証 

  2百万円 

② 顧客に対する割賦債務等の保

証 

3百万円 

  ③ 販売特約店等の借入債務等の

保証 

     2,071百万円 

③ 販売特約店等の借入債務等の

保証 

1,550百万円 

③ 販売特約店等の借入債務等の

保証 

1,791百万円 

  (2）保証予約等 

関係会社の金融機関借入金に対

する債務の保証予約等 

(2）保証予約等 

関係会社の金融機関借入金に対

する債務の保証予約等 

(2）保証予約等 

関係会社の金融機関借入金に対

する債務の保証予約 

  ㈱長野第一興商 395百万円 ㈱長野第一興商 320百万円 ㈱長野第一興商 353百万円 

  (3）経営指導念書の差入 

関係会社の金融機関借入金に対

する経営指導念書の差入 

(3）経営指導念書の差入 

関係会社の金融機関借入金に対

する経営指導念書の差入 

(3）経営指導念書の差入 

関係会社の金融機関借入金に対

する経営指導念書の差入 

  ㈱湘南第一興商 678百万円 

㈱道南第一興商 247百万円 

合計 925百万円 

㈱長野第一興商 267百万円 

㈱道南第一興商 183百万円 

合計 451百万円 

㈱群馬第一興商 417百万円 

㈱長野第一興商 222百万円 

㈱道南第一興商 215百万円 

合計 855百万円 

 ３ 特定融資枠契約

(コミットメン

トライン契約） 

当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため金融機関７社と特定融資

枠契約（コミットメントライン契

約）を締結しており、これら契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため金融機関７社と特定融資

枠契約（コミットメントライン契

約）を締結しており、これら契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

運転資金の効率的な調達を行うた

め金融機関７社と特定融資枠契約

（コミットメントライン契約）を締

結しており、これら契約に基づく当

期末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

  特定融資枠契約

の総額 
20,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 20,000百万円 

特定融資枠契約

の総額 
20,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 20,000百万円 

特定融資枠契約

の総額 
20,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 20,000百万円 

※４ 消費税等の取扱

い 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

同   左            ―――――― 

※５ 中間期末日満期

手形 

中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済

処理をしております。なお、当中間

会計期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の中間期末日満期手

形が中間期末残高に含まれておりま

す。  

中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済

処理をしております。なお、当中間

会計期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の中間期末日満期手

形が中間期末残高に含まれておりま

す。  

事業年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当事

業年度の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の事業年度末日満期手

形が事業年度末残高に含まれており

ます。 

  受取手形 58百万円 

支払手形 125百万円 

受取手形 16百万円 

支払手形 135百万円 

受取手形  33百万円 

支払手形 125百万円 
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（中間損益計算書関係） 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち

主要なもの 

受取利息 22百万円 

受取配当金 594百万円 

受取利息 32百万円 

受取配当金 535百万円 

受取利息 49百万円 

受取配当金 621百万円 

※２ 営業外費用のうち

主要なもの 

支払利息 81百万円 支払利息 61百万円 支払利息 158百万円 

※３ 特別損失のうち主

要なもの 

―――――― 投資有価証券 

評価損 
1,899百万円 

減損損失 2,461百万円 

 ４ 減価償却実施額 有形固定資産 2,130百万円 

無形固定資産 2,283百万円 

有形固定資産 1,609百万円 

無形固定資産 2,071百万円 

有形固定資産 4,422百万円 

無形固定資産 4,514百万円 
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※５ 減損損失の内容  当中間会計期間において、以下の資

産グループについて減損損失を計上し

ております。 

(１)減損損失を認識した資産 

（単位：百万円） 

場所 用途  種類 
減損 

損失 

ビッグエコ

ー八千代緑

が丘店（千

葉県八千代

市）他2店

舗  

カラオケル

ーム及び飲

食店舗 

カラオ

ケルー

ム及び

飲食店

舗設備

他 

19

 当中間会計期間において、以下の資

産グループについて減損損失を計上し

ております。 

(１)減損損失を認識した資産 

（単位：百万円） 

場所 用途  種類 
減損 

損失 

ビッグエコ

ー松戸駅前

店（千葉県

松戸市）他2

店舗  

カラオケル

ーム及び飲

食店舗 

カラオ

ケルー

ム及び

飲食店

舗設備

他 

55

 当事業年度において、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上してお

ります。 

(１)減損損失を認識した資産 

（単位：百万円）

場所 用途  種類 
減損 

損失 

ビッグエコ

ー八千代緑

が丘店（千

葉県八千代

市）他9店

舗  

カラオケ

ルーム及

び飲食店

舗 

カラオ

ケルー

ム設備

及び飲

食店舗

設備 

他 

238

栗田ビル 

（広島県広

島市） 

賃貸用不

動産 

建物 

他 
9

東京都品川

区 他 

ゲートウ

ェイ 

事業関連

資産 

工具器

具備品

他 

1,824

東京都品川

区 

デジタル

映像 

コンテン

ツ 

音源映

像ソフ

トウェ

ア 

299

東京都品川

区 他 
遊休資産 

電話 

加入権
88

  (２)資産グルーピングの方法 

当社は、社内管理区分を考慮して

資産グループを決定しております。

なお、遊休不動産及び賃貸用不動産

については各物件を、カラオケルー

ム・飲食店舗については主に各店舗

を、資産グループとしております。 

(２)資産グルーピングの方法 

同   左 

(２)資産グルーピングの方法 

同   左 

  (３)減損損失の認識に至った経緯 

カラオケルーム及び飲食店舗につ

いては収益性低下等により投資額の

回収が困難と見込まれるため、回収

可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（19百万円）として特別損

失に計上しております。 

  

(３)減損損失の認識に至った経緯 

カラオケルーム及び飲食店舗につ

いては収益性低下等により投資額の

回収が困難と見込まれるため、回収

可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（55百万円）として特別損

失に計上しております。 

  

(３)減損損失の認識に至った経緯 

カラオケルーム及び飲食店舗、賃

貸用不動産については収益性低下等

により投資額の回収が困難と見込ま

れるため、回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（238百万

円及び9百万円）として特別損失に計

上しております。 

 ゲートウェイ事業関連資産につい

ては、専用情報端末（ＤＡＭステー

ション）によるコンテンツ収入のみ

では、投資額の回収が困難と見込ま

れるため、賃貸またはカラオケルー

ム店舗で事業の用に供したＤＡＭス

テーション本体ほか、ゲートウェイ

事業に関連する有形固定資産、無形

固定資産及びリース資産を減損損失

（1,824百万円）として特別損失に計

上しております。 

  デジタル映像コンテンツについて

は、投資額の回収が困難と見込まれ

るため、投資額を減損損失（299百万

円）として特別損失に計上しており

ます。 
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  (４)減損損失の金額 

  百万円 

カラオケルーム 

及び飲食店舗設備 
19 

合 計 19 

(４)減損損失の金額 

  百万円 

カラオケルーム 

及び飲食店舗設備 
54 

その他有形固定資産 0 

その他投資 0 

合 計 55 

(４)減損損失の金額 

  百万円  

工具器具備品  1,204 

カラオケルーム設備 

及び飲食店舗設備 
237 

ソフトウェア 561 

音源映像ソフトウェア 302 

建 物 他 155 

合 計 2,461 

  (５)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は正味売却価額およ

び使用価値により測定しており、正

味売却価額は不動産鑑定評価額を基

準とし、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを4.2％で割引いて算定し

ております。 

(５)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は正味売却価額およ

び使用価値により測定しており、正

味売却価額は不動産鑑定評価額を基

準とし、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを3.3％で割引いて算定し

ております。 

(５)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は正味売却価額およ

び使用価値により測定しており、正

味売却価額は不動産鑑定評価額を基

準とし、使用価値は将来キャッシ

ュ・フローを4.2％ないし3.2％で割

引いて算定しております。 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち1,821千株は株式分割により、0千株は単元未満株式の買取り

によるものであります。 

   ２．普通株式の自己株式の株式数の減少は買増請求による売却であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取請求によるものであります。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち1,821千株は株式分割により、0千株は単元未満株式の買取請

求によるものであります。 

   ２．普通株式の自己株式の株式数の減少は売渡請求による売却であります。 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数 

（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

自己株式        

普通株式（注） 1,820 1,821 0 3,642 

合計  1,820 1,821 0 3,642 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数 

（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

自己株式        

普通株式 3,642 0 － 3,642 

合計  3,642 0 － 3,642 

 
前事業年度末株式数 

（千株） 

当事業年度 

増加株式数（千株） 

当事業年度 

減少株式数（千株） 

当事業年度末 

株式数（千株） 

自己株式        

普通株式 1,820 1,821 0 3,642 

合計 1,820 1,821 0 3,642 
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（リース取引関係） 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所

有権が借主に移

転すると認めら

れるもの以外の

ファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  取得価

額相当

額 

(百万円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円) 

中間期

末残高

相当額 

(百万円)

カラオ

ケルー

ム及び

飲食店

舗設備 

60 41 19 

その他

有形固

定資産 

3,311 1,261 2,050 

合計 3,372 1,303 2,069 

  取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

カラオ
ケルー
ム及び
飲食店
舗設備

49 26 － 23 

その他
有形固
定資産
及びそ
の他無
形固定
資産 

3,524 1,756 30 1,737 

合計 3,574 1,782 30 1,761 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具器
具備品 

3,637 1,581 54 2,001

カラオ
ケルー
ム及び
飲食店
舗設備 

71 37 － 34

合計 3,708 1,618 54 2,035

  (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当

額等 

未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2）未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 786百万円 

１年超 1,296百万円 

合計 2,082百万円 

１年内 760百万円 

１年超 1,018百万円 

合計 1,778百万円 

リース資産減損

勘定の残高 
14百万円 

１年内 780百万円 

１年超 1,269百万円 

合計 2,050百万円 

リース資産減損

勘定の残高 
55百万円 

  (3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘

定取崩額、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

  支払リース料 425百万円 

減価償却費相当額 416百万円 

支払利息相当額 12百万円 

支払リース料 463百万円 

リース資産減損勘

定取崩額 
40百万円 

減価償却費相当額 412百万円 

支払利息相当額 12百万円 

支払リース料 862百万円 

減価償却費相当額 843百万円 

支払利息相当額 24百万円 

減損損失 55百万円 

  (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

  (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同   左 

(5）利息相当額の算定方法 

同   左 

２．オペレーティン

グ・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。 

１年内 316百万円 

１年超 1,349百万円 

合計 1,666百万円 

  

  

１年内 284百万円 

１年超 1,075百万円 

合計 1,359百万円 

  

  

１年内 314百万円 

１年超 1,205百万円 

合計 1,520百万円 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額    767円12銭 737円67銭 749円85銭 

１株当たり中間（当期）純利益

金額 
41円04銭 24円79銭 33円20銭 

  

 当社は、平成18年7月1日付けで株

式を１株につき２株の株式分割を行

っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

729円41銭 763円63銭

１株当たり中間

純利益金額 

１株当たり当期

純利益金額 

13円18銭 33円24銭

 

 当社は、平成18年７月１日付け

で株式を１株につき２株の分割を

行っております。   

 なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の１株当

たり情報については、以下のとお

りとなります。 

１株当たり純資産額 

763円63銭 

１株当たり当期純利益金額 

33円24銭 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（百万円） 2,856 1,725 2,310 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 2,856 1,725 2,310 

期中平均株式数（千株） 69,600 69,599 69,600 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（子会社の解散） 

当社は、平成18年11月27日開催の

取締役会において、子会社である第

一興商（北京）音楽文化有限公司及

び北京必愛歌餐飲服務有限公司を解

散することを決議いたしました。 

１．解散の理由 

同社は中国北京においてカラオ

ケルームを運営する目的で設立い

たしましたが、収支状況が当初の

計画を大幅に下回り、今後の改善

見込みも不透明であることから店

舗を閉鎖し、これに伴い解散する

ことといたしました。 

２．解散子会社の概要 

第一興商（北京）音楽文化有限公司 

（1）所在地 中国北京 

（2）設立年月 平成17年８月 

（3）資本金 20百万円 

（4）事業の内容 

カラオケルーム・飲食店舗の管

理指導業務 

（5）議決権の所有割合 

当社 100.0％  

北京必愛歌餐飲服務有限公司 

（1）所在地 中国北京 

（2）設立年月 平成17年11月 

（3）資本金 210百万円 

（4）事業の内容 

カラオケルーム・飲食店舗の運

営 

（5）議決権の所有割合 

当社 95.0％ 

第一興商（北京）音楽文化有限

公司 5.0％ 

（6）解散の時期 平成19年３月予定 

なお、当該事象が業績に与える影

響額は約３億円の損失を予定してお

ります。また、解散が営業活動等に

及ぼす重要な影響はありません。 

――――― ――――― 
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(2）【その他】 

㈱アジア著作協会は、同社が著作権を管理する韓国楽曲を、当社の通信カラオケにおいて無許諾使用している

として、当社に対し損害賠償（請求金額約９億75百万円）を求める訴訟を平成16年８月31日に東京地方裁判所に

提起しておりますが、当社といたしましては、同社の主張は失当なものとして対処しております。 
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第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）臨時報告書 

平成19年５月17日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書であります。

（2）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第32期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月25日関東財務局長に提出 

（3）有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度（第32期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年10月12日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月２０日

株式会社第一興商    

  取締役会 御 中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 増田 正志  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松浦 康雄  印 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社第一興商の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社第一興商及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月２０日

株式会社第一興商    

  取締役会 御 中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 増田 正志  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松浦 康雄  印 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社第一興商の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社第一興商及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月２０日

株式会社第一興商    

  取締役会 御 中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 増田 正志  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松浦 康雄  印 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社第一興商の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３２期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社第一興商の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月２０日

株式会社第一興商    

  取締役会 御 中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 増田 正志  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松浦 康雄  印 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社第一興商の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第３３期事業年度の中間会計期間（平成

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社第一興商の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年４月

１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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